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論　　文　　の　　要　　旨

　ガロアー理論はガロアー拡大体の絶体自已準同型環内の接合積の交換子理論としてとらえること

ができるが、1954年F．Kaschは環のフロベニュウス拡大という概念を導入して，上の交換子理論を

所謂フロベニュウス拡大の自己準同型定理に拡張した。その後B．M剛1erはこの概念を更に準フロベ

ニュウス拡大という概念に拡張した（1964年）。中山の準フロベニュウス多元環は体の拡大環として

この範ちうに入るが，（準）フロベニュウス拡大の基礎環には一般に如何なる制約も課されないので

ある。

　北村氏は本論文において上記自已準同型定理及び交換子理論の拡張理論を展開し，更に種々の遺

伝性質及び遺伝構成について秀れた結果を導びいている。

　環Bを環Aの部分環とする。AをBの拡大環とみるとき（A／Bと記す）ヨそれがF（qF）拡大（（準）

フロベニュウス拡大の略）になっていると仮定する。もしB（A）が或る性質Pをもっているとき、

A（B）も同じ性質PをもっているならばヨPはF（qF）拡大の遺伝性質と呼ばれる。又、もし或る

構成方法Qによって別の環拡大C／Dが構成でき雪しかもそれがF（qF）拡大になっているならばQ

は遺伝構成と呼ばれる。後述する条件（＃）を満たすF（qF）拡大においてラ§6ではPとして“QF－3

環になる”がとれることを，§7ではPとして“森田双対をもつ”がとれることを証明している。

いずれも環論的に重要な性質であり雪高く評価される業績である。又害§5では条件（＃）或いは（＊）

をみたす（qF）拡大A／BにおいてQとして“極大商環を構成する”がとれることを証明している。極
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大商環は常に構成でき。その構成はヨより単純になる。従ってこの結果もF（qF）拡大の研究に重要

な貢献をなしていると考えられ乱なお・（＃）：A＝亭aiB1且つaiB＝BaiなるAの元a1・i＝1ラ2・

・、nが存在するラ（＊）：A－d鵬1が零となるA一加群の族が部分加群について閉じているヨである。

　§2では両側B一加群Nより構成されるBのtrivia1extensi㎝B×NがBのF（qF）拡大になるた

めの必十条件を与えている。この種のF（qF）拡大の考慮は著者が最初でありヨやはり注目に値する

業績といえ乱§3ではF（qF）拡大A／Bにおいて・L写A　l　LAなるA…加群Lを考えると1次の命

題（i）う（ii）の成立することを証明している：（i）Σ＝肋d　LA，Ω＝End　L。とおくときラΩ／2はF（qF）

拡大となり・ΩgL　lΩL（ii）B＝肋dΩLl　A＝EndΣLとおくときA／BはF（qF）拡大となり・B⑧A三

AラA⑧AきAが成立する。

　此の定理はKaschの自已準同型定理の拡張（L二Aとおけば良レ））であるがラ本論文では最も基本

的な定理の一つである。§4の一般化された可換子理論ラ§8のG一ガロアー拡大に関する定理は

此の定理を用いて非常に見通し良く導かれている。

審　　査　　の　　要　　旨

　著者は本論文の§2において自明拡大B〆L／BがF（qF）拡大になるために両側B一加群Lが満た

す必十条件を与えているがヨこの種の環についての研究が彼以前になされなかったことは寧ろ不思

議ではある。著者の着眼点の良さと本論文の内容の独創性をうかがわせる一例である。KaschラM剛1er

及びその他のF（qF）拡大の研究は、ほとんど自已準同型環定理の拡張理論に限られていた。勿論こ

の定理は部分環上の自已準同型環の構成が遺伝的であることを示しているが、著者は遺伝的構成と

して更に極大商環の構成を加えることの出来ることを証明している。又ヨF（qF）拡大の遺伝性質とし

て森田双対性ヨQF－3環を明示したことはともにこの研究分野に新しい内容豊富な領囲を与えた点で

その貢献は大きいと思う。最後に本論文で展開された一般化された交換子環の理論（これは宮下氏

の業績の拡張ともなってレ）る）及び上述成果のG一ガロアー拡大への応用なども秀れた業績として

高く評価できる。

　よって，著者は理学博士の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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